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「第 3 版」から「第 4 版」（2020 年 4 月 27 日）への新旧対照表 

（主な変更箇所について記載しております） 

 

2020 年 4月 27 日 

日本商工会議所 

 

該当ページ 

（「第２版」のページ数） 

旧（第 3版） 

  

新（第 4版：2020 年 4月 27

日公表） 

表紙・右上 第 3版：2020 年 4月 15 日 第 4 版：2020 年 4月 27 日   

P2 （注７） 

※注７を新（第 4版）

の内容に変更して旧

（第 3版）の注７は注

８に（以降、注が一つ

後にずれる） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注７）法人設立日が２０２０年１

月１日以降である会社（企業組合・

協業組合を含む）、または税務署に提

出する開業届に記載されている開業

日が２０２０年１月１日以降である

個人事業主については、補助上限が

１００万円に引き上がります。 

 

 

P９ 4 行目、15 行目、

25行目 

 

－ （□「法人設立が 2020 年 1 月 1 日以

降である会社（企業組合・協業組合

を含む）、または税務署に提出する開

業届に記載されている開業日が 2020

年 1 月 1 日以降である個人事業主」

に該当） 

同・35行目 ＊「認定市区町村による特定創業支

援等事業の支援を受けた小規模事

業者」に該当する事業者は、それ

ぞれの欄の右上の□に、☑（チェ

ック）を入れてください。 

＊「法人設立が 2020 年 1 月 1 日以降

である会社（企業組合・協業組合を

含む）、または税務署に提出する開業

届に記載されている開業日が 2020 年

1 月 1 日以降である個人事業主」に

該当 、「認定市区町村による特定創

業支援等事業の支援を受けた小規模

事業者」に該当する事業者は、それ

ぞれの欄の右上の□に、☑（チェッ

ク）を入れてください。 



P１５ ※２つめ ※（２）の上限は５０万円。ただし

「認定市区町村による特定創業支

援等事業の支援を受けた小規模事

業者」の場合は、上限１００万

円。 

※（２）の上限は５０万円。ただし

「認定市区町村による特定創業支援

等事業の支援を受けた小規模事業

者」および法人設立日が２０２０年

１月１日以降である会社（企業組

合・協業組合を含む）、または税務署

に提出する開業届に記載されている

開業日が２０２０年１月１日以降で

ある個人事業主の場合は、上限１０

０万円。 

同・3つ目の※ 

 

－ □法人設立日が２０２０年１月１日

以降である会社（企業組合・協業組

合を含む）、または税務署に提出する

開業届に記載されている開業日が２

０２０年１月１日以降である個人事

業主（申請時に「現在事項全部証明

書または履歴事項全部証明書」、また

は「開業届」の添付が必須です。） 

Ｐ２１ 8 つ目の※② 

 

②複数の小規模事業者等による共同

実施の中で、「認定市区町村による特

定創業支援等事業の支援を受けた事

業者」に該当する小規模事業者がいる

場合：５０万円×「認定市区町村によ

る特定創業支援等事業の支援を受け

た事業者」でない小規模事業者等の数

＋１００万円×「認定市区町村による

特定創業支援等事業の支援を受けた

事業者」に該当する小規模事業者の数

（最高５００万円）   

 

②複数の小規模事業者等による共同

実施の中で、（１）「認定市区町村に

よる特定創業支援等事業の支援を受

けた事業者」に 該当する小規模事

業者、（２）法人設立日が２０２０年

１月１日以降である会社（企業組

合・協業組合を含む）、または税務署

に提出する開業届に記載されている

開業日が２０２０年１月１日以降で

ある個人事業主がいる場合：５０万

円×「上記（１）および（２）」でな

い小規模事業者等の数＋１００万円

×「上記（１）および（２）」に該当

する小規模事業者の数（最高５００

万円）  

Ｐ２２・1つ目の※ 

 

 

－ □法人設立日が２０２０年１月１日

以降である会社（企業組合・協業組

合を含む）、または税務署に提出する



開業届に記載されている開業日が２

０２０年１月１日以降である個人事

業主に該当（申請時に「現在事項全

部証明書または履歴事項全部証明

書」、または「開業届」の添付が必須

です。） 

Ｐ４３ 

５．補助率等（１） 

表の補助上限額※だだ

し以下 

（１）「認定市区町村による特定創業

支援等事業の支援」を受けた小規模

事業者（＊１）については、補助上

限額が１００万円となります。 

・１５０万円以上の補助対象となる

事業費に対し、１００万円補助しま

す。 

・１５０万円未満の場合は、その２

／３の金額を補助します。 

（１）①「認定市区町村による特定

創業支援等事業の支援」を受けた小

規模事業者（＊１）、②法人設立日が

２０２０年１月１日以降である会社

（企業組合・協業組合を含む）、また

は税務署に提出する開業届に記載さ

れている開業日が２０２０年１月１

日以降である個人事業主について

は、補助上限額が１００万円となり

ます。 

・１５０万円以上の補助対象となる

事業費に対し、１００万円補助しま

す。 

・１５０万円未満の場合は、その２

／３の金額を補助します。 

Ｐ４７ 1 行目 

 

－ ＜法人設立日が２０２０年１月１日

以降である会社（企業組合・協業組

合を含む）、または税務署に提出する

開業届に記載されている開業日が２

０２０年１月１日以降である個人事

業主＞ 

 上記の者が補助上限額の引き上げ

を希望する場合は、「現在事項全部証

明書または履歴事項全部証明書」、ま

たは「開業届」の提出が必須となり

ます。 

Ｐ６７ 表内最下段に

一列追加 

 

－ ＜法人設立日が２０２０年１月１日

以降である会社（企業組合・協業組

合を含む）、または税務署に提出する

開業届に記載されている開業日が２



 

０２０年１月１日以降である個人事

業主＞として補助上限額の引き上げ

を希望する事業者の場合 


